
 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 結果の概要 
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Ⅱ 結果の概要 

住生活総合調査では、住宅及び居住環境の評価、最近 5 年間の居住状況の変化（住み替

え・改善の状況等）、今後の住まい方に関する意向（住み替え・改善意向等）、現住居以外

に所有・賃借している住宅の状況等について調査した。 

 

1 住宅及び居住環境の評価  

 

⚫ 住宅・住環境に対する総合的な評価、住宅に対する評価はいずれも30年間

で不満率が減少している。（図 1～図２） 

⚫ 居住環境に対する不満率は、30年間でほぼ横ばい状態である。（図 3） 

⚫ 持ち家・借家とも、住宅に対する不満率は 30年間で減少している。（図 5） 

⚫ 住宅及び住環境はいずれも個別要素ごとの不満率上位 5 項目を見ると、平

成 25年に比べて概ね不満率は減少している。（図 9、図 10） 

⚫ 住宅及び居住環境に関して重要と思う項目の上位は、「日常の買物などの利

便」、「治安、犯罪発生の防止」、「地震時の安全性」、「日当たり」、「医療・福

祉・文化施設など」となっている。（図 22） 

⚫ 面積別の不満率をみると、最低居住面積水準～誘導居住面積水準の規模

に住む世帯が最も不満率が高い。（図 27） 

 

（1） 住宅及び居住環境に対する評価 

本項目では、住宅及び居住環境に対する総合的な評価、また、住宅、居住環境に対する

評価に関して、それぞれ「非常に不満」、「多少不満」、「まあ満足」、「満足」の 4 段階評価

を選択する方式で調査した。 

各評価の集計については、世帯の不満率（「非常に不満」または「多少不満」を選択 し

た世帯の割合）で整理した。 
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①  住宅及び居住環境に対する総合的な評価 

「住宅に対する評価」は、平成 5 年からの経過をみると満足率（「満足」、「まあ満足」

の合計値）は増加しており改善傾向といえる。「住宅及び住環境に対する評価」は、前

回調査から満足率は 0.4 ポイントの微増となっている。(図 1、表 1) 

 

図 1 住宅及び居住環境に対する総合的な評価 

 

②  住宅に対する評価 

「住宅に対する評価」は、平成 5年からの経過をみると満足率（「満足」、「まあ満足」

の合計値）は増加しており改善傾向といえる。前回調査から満足率はほぼ同率であるが、

「満足」と回答した世帯が 2.0ポイント増加している。(図 2、表 1) 

 

図 2 住宅に対する評価 
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③  居住環境に対する評価 

「住環境に対する評価」は、平成 5 年からの経過をみると満足率（「満足」、「まあ満

足」の合計値）は増減がありつつもほぼ横這いで推移している。前回調査から満足率は

1.7 ポイント減少している。（図 3、表 1） 

 

 

図 3 居住環境に対する評価 

  

4.2 4.2 4.5 4.3 4.4 4.1 

24.7 27.5 24.2 26.4 23.4 25.2 

59.1 57.5 
52.9 51.6 53.2 51.9 

11.0 9.4 
16.7 16.5 18.5 18.1 

1.1 1.4 1.7 1.2 0.6 0.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

非常に不満がある 多少不満がある まあ満足 満足 不明



20 

 

④  持ち家・借家別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価 

居住形態が持ち家の世帯における「住宅及び住環境に対する評価」は、平成 5 年か

らの経過をみると満足率（「満足」、「まあ満足」の合計値）が増加しており改善傾向に

ある。前回調査から満足率は 1.2 ポイント増加している。（図 4、表 1） 

居住形態が借家の世帯における「住宅及び住環境に対する評価」は、平成 5 年から

の経過をみると満足率（「満足」、「まあ満足」の合計値）が増加しており改善傾向とい

える。前回調査から満足率は 4.1 ポイント減少している。 

 

【持ち家】 

 

 

【借家】 

 

図 4 持ち家・借家別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価 
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⑤  持ち家・借家別の住宅に対する評価 

居住形態が持ち家の世帯における「住宅に対する評価」は、平成 5 年からの経過をみ

ると満足率（「満足」、「まあ満足」の合計値）が増加しており改善傾向といえる。前回

調査から満足率は 1.1 ポイント増加しており、「満足」の割合は 2.5 ポイントも増加し

ている。（図 5、表 1） 

居住形態が借家の世帯における「住宅に対する評価」は、平成 5 年からの経過をみる

と満足率（「満足」、「まあ満足」の合計値）が増加しており改善傾向といえる。前回調

査から満足率は 4.3 ポイント減少している。 

 

【持ち家】 

 

【借家】 

 

図 5 持ち家・借家別の住宅に対する評価 
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⑥  持ち家・借家別の居住環境に対する評価 

居住形態が持ち家の世帯における「住環境に対する評価」は、平成 5 年からの経過

をみると満足率（「満足」、「まあ満足」の合計値）が増減して推移している。前回調査

から満足率は 1.7 ポイント減少している。（図 6、表 1） 

居住形態が借家の世帯における「住環境に対する評価」は、平成 5 年からの経過を

みると満足率（「満足」、「まあ満足」の合計値）が増減して推移している。前回調査か

ら満足率は 2.8 ポイント減少している。 

 

【持ち家】 

 

 

【借家】 

 

図 6 持ち家・借家別の居住環境に対する評価 
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⑦ 持ち家に住む世帯の住宅取得方法別の住宅及び居住環境の総合的な評価 

新築住宅を取得した世帯（満足度 79.1％）と中古住宅を取得した世帯（満足度 78.0％）

では「住宅及び住環境に対する総合評価」に大きな差はないが、相続・贈与で取得した

世帯（満足度 72.0％）はやや満足度が低い。（図 7、表 1） 

 

図 7 住宅取得方法別の住宅及び住環境に対する総合的な評価 

注 「新築住宅を取得」には、「新築(建て替えを除く)」と「建て替え」を含む。 

 

⑧ 家族構成別の住宅及び居住環境の総合的な評価 

どの家族構成においても住宅及び住環境に対する不満率は過去 30年間で減少傾向

にあり、前回調査からはほぼ横這いとなっている。夫婦世帯で不満率が最も低く

21.5％、親と子世帯で最も不満率が高く 24.6％であった。（図 8、表 1） 

 

図 8 家族構成別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価に関する不満率 
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（2） 住宅及び居住環境の評価における個別要素 

本項目では、住宅及び居住環境について、個別要素ごとにそれぞれ「非常に不満」、「多

少不満」、「まあ満足」、「満足」の 4 段階評価を選択する方式で調査した。 

個別要素の評価においては、世帯の不満率（「非常に不満」または「多少不満」を選択

した世帯の割合）について個別要素ごとに集計した。 

 

① 住宅の個別要素に対する評価 

住宅の評価について、個別要素ごとの不満率の上位 5 項目を見ると、「地震時の安全

性｣が 48.7%と最も高く、次いで｢高齢者などへの配慮｣が 46.8%、｢断熱性｣が 44.0%、

「省エネ性」が 43.9%、「遮音性」が 43.5%となっている。国の結果と比べると、「断熱

性」、「省エネ性」などの厳しい気候に対する性能に不満を感じていることがうかがえる。 

上位 5 項目における平成 25 年と平成 30 年の差を見ると、概ね不満率は減少してい

るが、「地震時の安全性」（-2.7 ポイント）は変化の差が小さく、「省エネ性」（-5.0 ポイ

ント）、「高齢者への配慮（段差がない等）」（-7.5 ポイント）、「断熱性」（-5.8 ポイント）

は減少幅が大きくなっている。なお、「遮音性」については注記の通り、今回から２項

目を統合して調査したため、見かけ上、不満率が増加している。（図 9、表 2） 

 

② 居住環境の個別要素に対する評価 

居住環境の評価について、個別要素ごとの不満率の上位 5 項目を見ると、｢周辺か

らの延焼のしにくさ｣が 40.5%と最も高く、次いで「子どもの遊び場、子育て支援サ

ービス」が 36.5%、｢歩行時の安全性｣が 33.7%、「医療・福祉・文化施設など」が

33.0%、｢災害時の避難のしやすさ｣が 32.4%となっている｡  

上位 5 項目における平成 25 年と平成 30 年の差を見ると、概ね不満率は減少してい

るが、「子どもの遊び場、子育て支援サービス」（-8.6 ポイント）、「周辺からの延焼

のしにくさ」（-4.4 ポイント）、「歩行時の安全性」（-2.3 ポイント）が比較的減少幅

が大きくなっている。（図 10、表 2） 
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  図 9 住宅の個別要素に対する不満率    図 10 居住環境の個別要素に対する不満率 

注 平成 30 年の調査では、従前の「外部からの騒音に

対する遮音性」と「上下階や隣戸の生活音などに対

する遮音性」を「遮音性」に統合して調査した。こ

こでは従前の調査結果を「外部からの騒音に対する

遮音性」と並べて表示した。 
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び場、子育て支援サービス」に統合して調査した。ここ

では、従前の調査結果を「子どもの遊び場、公園など」

と並べて表示した。 



26 

 

③ DID地区・非 DID地区別にみた居住環境の個別要素に対する評価 

居住環境の評価について、DID 地区に居住する世帯の不満率を見ると、「周辺から

の延焼のしにくさ」が 47.5%と最も高く、次いで｢歩行時の安全性｣が 34.0%、「水害・

津波の受けにくさ」が 33.9％と高くなっている。非 DID 地区に居住する世帯では、

｢医療・福祉・文化施設など｣が 47.7%と最も高く、次いで「子どもの遊び場、子育て

支援サービス」が 43.9％、「日常の買物などの利便」が 42.3%と高くなっている。  

DID 地区と非 DID 地区に居住する世帯で不満率の差を見ると、「医療・福祉・文

化施設など」が 27.0 ポイントと最も大きく、次いで「日常の買物などの利便」が 23.5

ポイント、「通勤・通学の利便」が 21.8 ポイントと、非 DID 地区に居住する世帯の

不満率が高くなっている。（図 11、表 4） 

 

図 11 DID 地区・非 DID 地区別にみた居住環境の個別要素に対する不満率  
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（3） 住み替えの目的別の評価 

本項目では、現在の住まいへ住み替えた時の目的別の満足度を調査した。 

 

① 広さや部屋数 

住み替えの目的に「広さや部屋数」を選択した世帯の「広さや間取り」の満足率（「満

足」または「まあ満足」を選択した世帯の割合）を見ると 84.5%となっており、住み替

えの目的に「広さや部屋数」を選択しなかった世帯に比べ「広さや間取り」の満足度は

10.4 ポイント高い。（図 12、表 5） 

 

図 12 住み替えの満足度「広さや部屋数」 

 

② 収納の多さ、使い勝手・水回りの広さ、使い勝手  

住み替えの目的に「使いやすさの向上」を選択した世帯の満足率を見ると「収納の多さ、

使い勝手」は 75.8%、「水回りの広さ、使い勝手」は 85.2％となっており、住み替えの目

的に「使いやすさの向上」を選択しなかった世帯に比べ「収納の多さ、使い勝手」の満足

度は 13.6 ポイント、「水回りの広さ、使い勝手」は 14.0 ポイント高い。（図 13、表 5） 

 

図 13 住み替えの満足度「収納の多さ、使い勝手・水回りの広さ、使い勝手」 
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③ 維持管理のしやすさ  

住み替えの目的に「使いやすさの向上」を選択した世帯の「維持管理のしやすさ」の

満足度は 77.4%となっており、住み替えの目的に「使いやすさの向上」を選択しなかっ

た世帯に比べ 15.6 ポイント高い。（図 14、表 5） 

 

図 14 住み替えの満足度「維持管理のしやすさ」 

 

④ 換気のよさ（臭いや煙などが残らない）、日当たり、断熱性  

住み替えの目的に「性能の向上（断熱性、省エネ性など）」を選択した世帯の満足率

を見ると「換気のよさ」は 80.0%、「日当たり」は 84.5％、「断熱性」は 82.2％となっ

ており、住み替えの目的に「性能の向上（断熱性、省エネ性など）」を選択しなかった

世帯に比べ「換気のよさ」は 12.9 ポイント、「日当たり」は 10.1 ポイント、「断熱性」

は 31.2 ポイント高い。（図 15、表 5） 

 

図 15 住み替えの満足度「換気のよさ(臭いや煙などが残らない)、日当たり、断熱性」 
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⑤ 住居費負担  

住み替えの目的に「居住費負担の軽減」を選択した世帯は、6.5％の世帯が「生活必

需品を切り詰めるほど苦しい」状況であり、「居住費負担の軽減」を選択しなかった世

帯の 5.2％に比べ 1.2 ポイント高い。（図 16、表 5） 

 

図 16 住み替えの満足度「居住費負担」 

 

⑥ 災害時の避難のしやすさ  

住み替えの目的に「災害に対する安全性･治安」を選択した世帯の「災害時の避難の

しやすさ」の満足度は 68.5%となっており、住み替えの目的に「災害に対する安全性･

治安」を選択しなかった世帯に比べ 5.7 ポイント高い。（図 17、表 5） 

 

図 17 住み替えの満足度「災害時の避難のしやすさ」 
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⑦  治安  

住み替えの目的に「災害に対する安全性･治安」を選択した世帯の「治安」の満足度

は 86.3%となっており、住み替えの目的に「災害に対する安全性･治安」を選択しなか

った世帯に比べ 6.7 ポイント高い。（図 18、表 5） 

 

図 18 住み替えの満足度「治安」 

 

⑧  福祉・介護の生活支援サービス  

住み替えの目的に「高齢期の住みやすさ」を選択した世帯の「福祉・介護の生活支援

サービス」の満足度は 73.8%となっており、住み替えの目的に「高齢期の住みやすさ」

を選択しなかった世帯に比べ 7.1 ポイント高い。（図 19、表 5） 

 

図 19 住み替えの満足度「福祉・介護の生活支援サービス」 
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⑨  通勤・通学の利便  

住み替えの目的に「通勤・通学の利便」を選択した世帯の「通勤・通学の利便」の満

足度は 88.1%となっており、住み替えの目的に「通勤・通学の利便」を選択しなかった

世帯に比べ 20.0 ポイント高い。（図 20、表 5） 

 

図 20 住み替えの満足度「通勤・通学の利便」 

 

⑩  日常の買物などの利便、医療・福祉・文化施設など 

住み替えの目的に「日常の買物、医療などの利便」を選択した世帯の満足率を見ると

「日常の買物などの利便」は 87.2%、「医療・福祉・文化施設など」は 82.4％となって

おり、住み替えの目的に「日常の買物、医療などの利便」を選択しなかった世帯に比べ

「日常の買物などの利便」は 21.0 ポイント、「医療・福祉・文化施設など」は 19.9 ポ

イント高い。（図 21、表 5） 

 

図 21 住み替えの満足度「日常の買物などの利便、医療・福祉・文化施設」 
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（4） 住宅及び居住環境に関して重要と思う項目 

本項目では、住宅及び居住環境の評価の個別要素について、「重要と思うもの」（8 つま

で（任意））を選択する方式で調査した。 

 

①  住宅及び居住環境に関して重要と思う項目 

住宅及び居住環境に関して重要と思う項目を見ると、「日常の買物などの利便」が

37.6%と最も高く、次いで「治安、犯罪発生の防止」が 35.2%、「地震時の安全性」が

32.9%、「日当たり」が 28.2％、「医療・福祉・文化施設など」が 26.7%となっている。

（図 22、表 2） 

 

図 22 住宅及び居住環境に関して重要と思う項目 

注 (住)：住宅評価の個別要素、(環)：居住環境の評価の個別要素 
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（5） 住居費負担に対する評価 

本項目では、世帯の住居費について、年間のローン返済額・月額の管理費を調査すると

ともに、その負担感に関して、｢生活必需品を切りつめるほど苦しい｣、｢ぜいたくはできな

いが何とかやっていける｣、｢ぜいたくを多少がまんしている｣、｢家計にあまり影響がない｣

の 4 段階評価を選択する方式で調査した。 

 

① 住宅ローンのある持ち家 

平成 30 年の住宅ローンのある持ち家における住居費負担に対する評価を見ると、

｢ぜいたくはできないが何とかやっていける｣が 60.4%と最も高く、次いで｢ぜいたくを

多少がまんしている｣が 22.6%、｢家計にあまり影響がない｣が 9.0%、｢生活必需品を切

りつめるほど苦しい｣が 7.9%となっている｡  

住宅ローンのある持ち家における住居費負担について、経年変化を見ると、平成 25

年から 30 年は、｢ぜいたくはできないが、何とかやっていける｣（+1.4 ポイント）、「家

計にあまり影響がない」（+1.2 ポイント）が増加し、｢生活必需品を切りつめるほど苦

しい｣（-1.4 ポイント）、｢ぜいたくを多少がまんしている｣（-1.3 ポイント）は減少して

いる。（図 23、表 6） 

 

図 23 住宅ローンのある持ち家の居住費負担に対する評価 

注 平成 5 年以前は、「生活必需品を切りつめるほど苦しい」、「何とかやっていける」、「家計にあまり影響がない」

の 3 段階で調査していた。平成 30 年調査票は、平成 25 年調査票と設問の順番を変更した。 
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② 借家 

平成 30 年の借家における住居費負担に対する評価を見ると、｢ぜいたくはできない

が、何とかやっていける｣が 56.1%と最も高く、次いで｢ぜいたくを多少がまんしてい

る｣が 21.1%、｢家計にあまり影響がない｣が 15.0%、｢生活必需品を切りつめるほど苦

しい｣が 7.8%となっている｡（図 24、表 6） 

借家における住居費負担について、経年変化を見ると、平成 25 年から 30 年は、｢ぜ

いたくはできないが、何とかやっていける｣（+12.8 ポイント）が増加し、「家計にあま

り影響がない」（-5.6 ポイント）、｢ぜいたくを多少がまんしている｣（-4.7 ポイント）、

｢生活必需品を切りつめるほど苦しい｣（-2.5 ポイント）は減少している。 

 

図 24 借家の居住費負担に対する評価 

注 平成 5 年以前は、「生活必需品を切りつめるほど苦しい」、「何とかやっていける」、「家計にあまり影響がない」

の 3 段階で調査していた。平成 30 年調査票は、平成 25 年調査票と設問の順番を変更した。 

 

③ 月あたりの管理費等 

持ち家の共同住宅に住む世帯で、「住宅の各要素の満足度④いたみの少なさ」に対す

る不満率をみると、月あたりの管理費等の区分が｢0～1.4 万円」では 36.8%、「3.0 万

円以上」で 38.4％と高く、「2.5～2.9 万円」では 8.7%と最も低い｡（図 25、表 7） 

 

図 25 月あたりの管理費別の世帯割合と「住宅の各要素の満足度④いたみの少なさ」に

対する不満率 
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（6） 居住面積水準状況 

本項目では、平成 30 年住宅・土地統計調査の調査事項及び「今後の住み替え意向」と「現

在の住まいに住み続けたい理由」を用いて居住面積水準状況について集計した。 

 

① 所有関係別の居住面積水準 

所有関係別に居住面積水準を見ると、持ち家世帯では「最低居住面積水準未満」が

0.8%と最も低く、「誘導居住面積水準以上」が 84.1%と最も高い。一方、借家世帯では

「最低居住面積水準未満」の割合が比較的高く、特に「給与住宅」では 14.4%となって

いる。（図 26、表 8） 

 

図 26 所有関係別の居住面積水準 

 

 

② 居住面積水準別の住宅及び居住環境の総合的な評価 

居住面積水準別に住宅及び居住環境に対する総合的な評価を見ると、誘導居住面積

水準以上で不満率 22.1％、最低居住面積水準未満で不満率 21.7％、その中間で不満率

25.3％となっている。（図 27、表 1） 

 

図 27 居住面積水準別の住宅及び居住環境の総合的な評価 
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2 最近 5年間の居住状況の変化に関する事項 

 

⚫ 30年間で住み替えは微増、リフォームは増加している。（図 28） 

⚫ 家族構成別にみると、65 歳以上の世帯でリフォームを行う割合が高い。  

（図 29） 

⚫ 住み替えの目的は、「通勤・通学の利便」、「世帯からの独立」、「広さや部屋

数」が上位。（図 30） 

（1） 最近 5年間に実施した住み替え・改善の状況 

本項目では、最近 5 年間（平成 26 年１月以降、調査時点まで）に、持ち家を取得した

り、賃貸住宅に入居したりする「住み替え」、現住居を建て替える「建て替え」、現住居を

リフォームする「リフォーム」を行った場合に、居住状況が変化したものとしてそれぞれ

を選択する方式で調査した。なお、「改善」と表記しているものは、「建て替え」と「リフ

ォーム」を合わせた表現である。 

 

①  最近 5年間の住み替え・改善の実施状況 

平成 30 年の調査においては、最近 5 年間に住み替えを行った世帯が 16.3%、住み

替えを行わずに現住居をリフォームした世帯が 27.1%、建て替えを行った世帯が 1.0%

となっている。また、最近 5 年間に住み替え、建て替え、リフォームのいずれも行わな

かった世帯は 55.1%となっている。住み替え・改善の経年変化をみると、平成 25 年か

らリフォームした世帯の割合が高くなっている。（図 28、表 10） 

 

図 28 最近５年間に実施した住み替え・改善の状況 
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注 平成 20 年の調査まで住生活総合調査において最近 5 年間に実施した住み替え・改善の状況を調査してきた

が、平成 20 年調査より住宅・土地統計調査の対象世帯の一部に対して住生活総合調査を実施することとし、

平成 25 年の住生活総合調査では、最近 5 年間に実施した住み替え・改善に関する調査を廃止し、住宅・土地

統計調査の結果から集計することとした。両調査において住み替え、建て替え、リフォームの定義は同一では

あるが、住生活総合調査ではリフォームを行ったかどうかを直接質問していたのに対して、住宅・土地統計調

査ではリフォーム工事の具体的内容を示し、該当する工事を行ったかどうかを調査している。 

なお、平成 20 年の調査以前（参考値）の「親、子の住宅の敷地内に新築した」及び「その他」に関しては、

便宜上「不明」に含めて表示した。 

 

 

② 最近 5年間に実施した家族構成別の住み替え・改善の実施状況 

最近 5 年間に住み替えを実施した世帯について、家族構成別に見ると、「単身（64 歳

以下）」が 50.5%と最も高く、次いで、家計を主に支える者（以下家計主という）が 64

歳以下の「夫婦（家計主 64 歳以下）」が 28.8%、「親と子」が 16.5%となっている。  

最近 5 年間に「リフォームを実施した」世帯について、家族構成別に見ると、「夫婦

（家計主 65 歳以上）」が 44.1%と最も高く、次いで「単身（65 歳以上）」が 35.5%、

「親と子」が 23.7%となっている。（図 29、表 10） 

 

 

図 29 最近５年間に実施した家族構成別の住み替え・改善の実施状況 
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③ 最近 5年間に実施した住み替えの目的 

最近 5 年間に実施した住み替えの目的を見ると、「通勤･通学の利便」が 33.3%と最

も多く、次いで「世帯からの独立(単身赴任、離婚などを含む)」が 21.7%、「広さや部屋

数」が 19.3%となっている。（図 30、表 11） 

 

図 30 最近５年間に実施した住み替えの目的（複数回答） 

 

④ 最近 5年間に実施した住み替えにおける居住形態の変化別の割合 

最近 5 年間に住み替えを実施した世帯の割合を、持ち家から持ち家、持ち家から借

家、借家から持ち家、借家から借家の 4 類型の居住形態の変化別で集計すると、ほぼ

半数が借家から借家への住み替えであり、借家から持ち家への住み替えも含めると、

72.9%が借家からの住み替えとなっている。（図 31、表 11） 

 

図 31 最近５年間に実施した住み替えにおける居住形態の変化別の割合 
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⑤ 住み替えの目的別に見た最近 5年間の居住形態の変化別の割合 

最近 5 年間の居住形態の変化において、住み替えの目的（提示した項目のうち当て

はまるもの全てを記入できる方式で調査し、当該項目を選択した世帯の割合）について

は、持ち家から持ち家では「通勤通学の利便」が 29.5%、持ち家から借家では「世帯か

らの独立（単身赴任、離婚などを含む）」が 40.6%、借家から持ち家では「広さや部屋

数」が 31.7%、借家から借家では「通勤通学の利便」が 40.4%と最も高くなっている。

（図 32、表 11） 

 

図 32 住み替えの目的別に見た最近５年間の居住形態の変化別の割合(複数回答) 

29.5 

3.7 

15.6 

10.2 

15.7 

19.2 

8.5 

17.0 

17.7 

24.3 

13.7 

20.4 

15.2 

25.6 

12.6 

27.2 

40.6 

11.9 

22.0 

6.1 

3.2 

10.2 

0.0 

5.0 

0.0 

2.4 

1.0 

0.0 

17.1 

10.4 

20.5 

7.2 

31.7 

24.7 

21.9 

23.3 

8.1 

22.2 

20.4 

12.2 

6.7 

5.8 

3.6 

20.2 

5.4 

40.4 

18.3 

24.5 

5.4 

6.9 

9.1 

16.0 

6.4 

5.7 

1.4 

7.4 

0.0 

0.0 

24.6 

8.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

通勤 通学の利便

世帯からの独立(単身赴任、離婚などを含む)

広さや部屋数

結婚による独立

家族等との同居 隣居 近居

新しさ きれいさ

住居費負担の軽減

使いやすさの向上

子育てのしやすさ

性能の向上(断熱性、省エネ性など)

日常の買物、医療などの利便

高齢期の住みやすさ

災害に対する安全性 治安

その他

不明

持家から持家 持家から借家 借家から持家 借家から借家



40 

 

⑥ 最近 5年間に実施した住み替えに要した費用 

最近 5 年間に実施した住み替えに要した費用の平均を見ると、「費用合計平均」は、

「新築戸建て」が 3,251 万円と最も高く、次いで、「新築共同住宅」が 2,197 万円とな

っている。（図 33、表 12） 

 

図 33 最近５年間に実施した住み替えに要した費用 

注 費用合計平均は「購入費・建築費用」と「諸費用」の両方回答した票のみの集計となっているため、「購入・

建築費用平均」と「諸費用平均」を合計しても「費用合計平均」にはならない。また、該当する費用がない場

合は０とした。 
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3 今後の住まい方の意向に関する事項 

 

⚫ 住み替え意向を持つ世帯は 20年間で増加している。（図 34） 

⚫ 高齢者世帯では現在の住宅に住み続けたい意向を持つ世帯が多い。（図 35） 

⚫ 持ち家の住宅ストックは、昭和 46～55年築の住宅が最も多い。（図 42） 

⚫ 住み替え時期は、昭和 26年～平成 7年に建築された住宅及び平成 23年

～27 年に建築された住宅で、今後 10 年以内の住み替え意向の割合が

50％を超える。（図 42） 

⚫ 今後 5 年以内に住み替え意向のある世帯の、住み替え目的の上位は「新し

さ・きれいさ」、「使いやすさの向上」、「性能の向上」となっているが、5 年以内

に住み替えた人の、住み替え目的の上位項目（「通勤・通学の利便」、「世帯

からの独立」、「結婚による独立」）と異なっている。（図 47） 

⚫ 今後 5 年以内の住み替えの課題は、「資金・収入等の不足」、「希望エリアの

物件が不足」が上位となっている。（図 50） 

⚫ 住み替え意向のない理由の上位は、「現在の住まいで満足」、「住み慣れて

いる」となっている。（図 54） 

 

（1） 今後の住み替え意向 

本項目では、今後の住み替え意向のある世帯について集計した。 

 

①  今後の住み替え意向 

今後の住み替え意向を見ると、平成 30 年の「できれば住み替えたい」とする世帯は

15.1%となっている。  

今後の住み替え意向について、経年変化を見ると「できれば住み替えたい」は平成

20 年から平成 25 年に 8.0 ポイント増加し、平成 30 年で微増（+0.9 ポイント）して

いる。（図 34、表 13） 

また、今後の住み替え意向を家族構成別に見ると、「単身（64 歳以下）」、「夫婦（家

計主 64 歳以下）」の順に「できれば住み替えたい」とする意向が高くなっている。（図

35、表 13） 
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図 34 今後の住み替え意向 

注 平成 25 年の調査では、住み替え意向について「考えている」と「考えていない（現住所に住み続ける）」の選

択肢となっていたが、平成 30 年調査で変更となったため、「考えている」を「できれば住み替えたい」、「考え

ていない（現住所に住み続ける）」を「できれば住み続けたい」として集計した。 

 

 

図 35 家族構成別今後の住み替え意向 
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② 現在の所有関係別の住み替え後の居住形態 

住み替え後の居住形態について、現在の所有関係（持ち家・借家）別に見ると、現

在持ち家に居住する世帯の住み替えは「持ち家」が 73.9%と最も高く、「借家(施設を含

む)」は 17.7%となっている。また、現在借家に居住する世帯の住み替えは「借家(施設

を含む)」が 43.8%と最も高く、「持ち家」は 47.1%となっている。（図 36、表 14） 

 

 

図 36 所有関係別の住み替え後の住居形態（複数回答） 
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③ 家族構成別の住み替え後の居住形態 

住み替え後の居住形態について家族構成別に見ると、「単身(64 歳以下)」は「民営

の共同住宅」が 27.0%、「夫婦(家計主 64 歳以下)」、「親と子」、「夫婦(家計主 65 歳以

上)」はともに「持ち家(新築戸建て)」で 42.1％、42.8％、37.1％、「単身(65 歳以上)」

は「高齢者向け住宅・施設」が 25.1%と最も高くなっている。（図 37） 

 

図 37 家族構成別の住み替え後の居住形態(複数回答)  
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④ 今後の居住形態 

今後の居住形態を経年変化で見るため、複数回答を、その組み合わせに応じて３つ

の意向（持ち家、借家、（持ち家・借家に）こだわらない）のいずれかに振り分けて

集計した。  

今後の住み替え意向について、現在の所有関係（持ち家・借家）別に見ると、「現

在持ち家の世帯」は、「持ち家への住み替え」意向が66.5%、「借家への住み替え」

意向が10.3%となっている。「現在借家の世帯」は、「持ち家への住み替え」意向が

40.8%、「借家への住み替え」意向が37.5%となっている。  

「持ち家への住み替え」意向は、「現在持ち家の世帯」が「現在借家の世帯」より

25.7ポイント大きく、「借家への住み替え」意向は、「現在借家の世帯」が「現在持

ち家の世帯」より27.2ポイント大きくなっている。（図38、表14） 

 

 

図 38 今後の居住形態(持ち家・借家)に関する意向 

注 平成 15 年～平成 25 年は単数回答だったが、平成 30 年では複数回答の選択肢となっているため、「持ち家」

又は「借家(施設を含む)」「持ち家、借家にこだわらない」を 2 つ以上選んだ世帯は「持ち家、借家にこだわら

ない」として集計した。 
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⑤ 住み替え後の居住形態 

住み替え後の居住形態を経年変化で見るため、複数回答を、その組み合わせに応じ

て３つの意向（新築住宅、中古住宅、（新築住宅・中古住宅に）こだわらない）のい

ずれかに振り分けて集計した。  

持ち家への住み替え後の居住形態（新築住宅・中古住宅別）について、現在の所有

関係（持ち家・借家）別の経年変化を見ると、「現在持ち家の世帯」の住み替え先の

意向については、「新築住宅」が増加し、平成15年の23.4%から平成30年の58.7%とな

っている。  

「現在借家の世帯」の住み替え先の意向については、平成20年を除き「新築住宅」

が微減しており、平成15年の56.3%から平成30年の53.5%となっている。 

「中古住宅」を望む世帯の割合は、現在持ち家の世帯で前回から4.9ポイント減少

し、借家の世帯で前回から2.5ポイント増加した。（図39、表14） 

 

 

図 39 持ち家への住み替え後の居住形態(新築住宅・中古住宅別)  

注 平成 15 年～平成 25 年は単数回答だったが、平成 30 年では複数回答の選択肢となっているため、新築住宅の

選択肢(「新築戸建て」「新築共同住宅」)と中古住宅の選択肢(「中古戸建て」「中古共同住宅」)の両者を選んだ

世帯は「こだわらない」として集計した。また複数回答の中に「新築、中古にこだわらない」が含まれている

場合は「こだわらない」として集計した。 
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⑥ 家族構成別の住み替え後の居住形態（戸建て・共同住宅） 

住み替え後の居住形態(戸建て・共同住宅)について複数回答を、その組み合わせに

応じて３つの意向（戸建て、共同住宅、（戸建て・共同住宅に）こだわらない）のい

ずれかに振り分けて集計した。  

住み替え後の居住形態（戸建て・共同住宅）について、家族構成別に見ると、全て

の世帯で「戸建て」の意向が最も高い。「親と子(長子17歳以下)」では、他の家族構

成に比べて「戸建て」の意向が高く（69.2%）、「共同住宅」の意向が低い

（4.9%）。(図40、表14)  

 
図 40 家族構成別の住み替え後の居住形態(戸建て・共同住宅)  

注 複数回答となっているため、戸建て住宅の選択肢 (「新築戸建て」「中古戸建て」)と共同住宅の選択肢(「新築

共同住宅(マンションなど)」「中共同住宅(マンションなど)」)の両者を選択した世帯は「こだわらない」として

集計した。また複数回答の中に「戸建て、共同住宅にこだわらない」が含まれている場合は「こだわらない」

として集計した。 
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⑦ 住み替え後の居住形態（戸建て・共同住宅）別の住み替え後の居住形態（新

築住宅・中古住宅） 

住み替え後の居住形態（新築住宅・中古住宅）について、住み替え後の居住形態（戸

建て・共同住宅）別に見ると、「戸建て」を希望する世帯は「新築住宅」の意向が 80.5% 

と高く、「共同住宅」を希望する世帯は「新築住宅」と「中古住宅」がそれぞれ 31.9%、

46.0%となっている。(図 41、表 16) 

 

図 41 住み替え後の居住形態(戸建て・共同住宅)別の住み替え後の居住形態 

(新築住宅・中古住宅) 

（2） 今後の住み替え・改善の実現時期 

本項目では、今後の住み替え・改善意向のある世帯の、住み替え・改善を希望する時期に

ついて、「今後の住み替え・改善の実現時期」として集計した。 
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現在持ち家に住む世帯の住み替え意向について、現住居の建築時期別に見ると、「昭

和 46～55 年」建築の住宅に住む世帯が最も高く、実施時期については、建築時期が新

しい住宅ほど実施時期を「10 年先以降」とする世帯が多くなっている。（図 42、表 17） 

 

図 42 現住所の建築時期別の今後の住み替え時期(持ち家) 
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② 借家に住む世帯の今後の住み替え時期  

現在借家に住む世帯の住み替え意向について、現住居の建築時期別に見ると、「昭和

56～平成 2 年」建築の住宅に住む世帯が最も高く、実施時期については、「1 年先～3

年以内」とする世帯が多くなっている。（図 43、表 17） 

 

図 43 現住所の建築時期別の今後の住み替え時期(借家) 
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建築の住宅に住む世帯が最も高く、実施時期は、建築時期が平成 7 年以前の住宅に住

む世帯では 5 年以内に実施する意向を持つ世帯が多くなっている一方、平成 8 年以降

の住宅に住む世帯では、5 年先以降とする世帯が多くなっている。（図 44、表 14） 
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（3） 今後 5年以内における住み替え・改善意向 

本項目では、今後 5 年以内に住み替え・改善意向を持つ世帯について集計した。なお、

先にリフォームを行うがいずれ住み替えたいとする場合は、リフォーム意向を持つ世帯と

して集計した。 

 

① 今後 5年以内の住み替え・改善意向（持ち家） 

平成 30 年の調査における全世帯に占める持ち家世帯の今後 5 年以内の住み替え・

改善意向を見ると、住み替え意向を持つ世帯の割合が 1.8%、リフォーム･建て替え意向

の割合が 1.2%、リフォーム意向の割合が 5.6%、建て替え意向の割合が 0.5%となって

おり、今後 5 年以内の住み替え・改善意向のある世帯の割合は 9.1%となっている。  

今後 5 年以内の住み替え・改善意向について、経年変化を見ると、住み替え意向は

総じて減少している。住み替え意向についても平成 25 年まで減少していたが、平成 30

年に微増している（+0.3 ポイント）。（図 45、表 18） 

 

図 45 全世帯に占める持ち家世帯の今後 5 年以内の住み替え・改善意向 

注 平成 30年調査では、「リフォーム・建て替えどちらも考えている」が追加された。 
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②  家族構成別の今後 5年以内の住み替え意向 

今後 5 年以内の住み替え意向について、家族構成別に経年変化を見ると、「単身（64

歳以下）」の住み替え意向が平成 10 年以降増加しており、平成 10 年の 4.7%から平成

30 年の 20.9%となっている。（図 46、表 18） 

  

 

図 46 家族構成別の今後 5 年以内の住み替え意向 
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③ 今後 5年以内の住み替えの目的 

今後 5 年以内に住み替え意向を持つ世帯において、住み替えの主な目的は、「新し

さ・きれいさ」（33.4%）、「使いやすさの向上」（33.4%）の２つが最も高く、次いで「性

能の向上(断熱性、省エネ性など)」が 29.2%、「広さや部屋数」が 26.9％となっている。  

これを最近 5 年間に実際に住み替えた世帯の主な目的と比較すると、「使いやすさの

向上」（+24.5 ポイント）、「性能の向上(断熱性、省エネ性など)」（+22.9 ポイント）、「新

しさ・きれいさ」（+21.7 ポイント）において、今後 5 年以内の住み替え意向の主な目

的にあげた世帯の割合が、最近 5 年間に実施した住み替え実績の主な目的にあげた世

帯を大きく上回っている。（図 47、表 10、表 19） 

 

図 47 今後 5 年以内の住み替えの目的（複数回答） 
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④ 家族構成別の今後 5年以内の住み替え意向における居住形態の変化の割合 

今後 5 年以内の住み替え意向について、家族構成別に住み替え前後の居住形態の変

化別（持ち家→持ち家、持ち家→借家、借家→持ち家、借家→借家）の割合を見ると、

単身世帯では「借家→借家」が多いが、「夫婦（家計主 64 歳以下）」と「親と子」では

「借家→持ち家」が多くなっている。（図 48、表 23） 

 

図 48 家族構成別の今後５年以内の住み替え意向における居住形態の変化の割合(複数回答) 
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⑤ 今後 5年以内のリフォーム意向を持つ世帯の考えている工事内容 

今後 5 年以内のリフォーム意向を持つ世帯の考えている工事内容について見ると、

平成 30 年調査では「外装･内装の更新･改善」が 67.6%と最も高く、次いで「設備の

更新･改善」が 53.9%となっている。（図 49、表 24） 

 

図 49 今後 5 年以内のリフォームの工事内容（複数回答） 

注 平成 30年では当てはまるもの全ての複数回答、平成 25 年以前は当てはまる主なもの２つまでの複数回答。 
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（4） 今後 5年以内の住み替えの課題 

本項目では、今後 5 年以内に住み替えの意向を持つ世帯について、その課題について集

計した。 

 

①  住み替えの課題 

今後 5 年以内に住み替え意向を持つ世帯の住み替えの課題としては、「資金・収入

等の不足」が 45.4%と最も高く、次いで「希望エリアの物件が不足」が 31.5％、「予算

の範囲で気に入る物件がない」が 17.9%となっている。（図 50、表 25） 

 

図 50 今後５年以内の住み替えの課題(複数回答) 
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②  住み替え先別の住み替えの課題 

今後 5 年以内に住み替え意向を持つ世帯においては、住み替え先の希望が持ち家と

借家共に「資金・収入等の不足」が 45％前後で最も高くなっている。「予算の範囲で気

に入る物件がない」、「現在の住まいの売却・賃貸」、「性能や周辺環境の情報が得にくい」

は住み替え先の希望が借家の方が大幅に高くなっている。（図 51、表 25） 

 

 

図 51 今後５年以内の住み替え先別の住み替えの課題(複数回答) 
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（5） 今後 5年以内の改善の課題 

本項目では、今後 5 年以内に改善（リフォーム、建て替え）の意向を持つ世帯について、

その課題の区分に従って集計した。 

 

① リフォームの課題 

今後 5 年以内に改善の意向を持つ世帯のうち、リフォームの課題については、「資金・

収入等の不足」が 49.5%と最も高く、次いで「タイミング」が 34.0%となっている。（図

52、表 26） 

 

図 52 今後５年以内の改善(リフォーム)の課題(複数回答)  

 

② 建て替えの課題 

今後 5 年以内に改善の意向を持つ世帯のうち、建て替えの課題については、「資金・

収入等の不足」が 11.5%と最も多く、次いで「タイミング」が 9.9%となっている。（図

53、表 26）  

 

図 53 今後５年以内の改善(建て替え)の課題(複数回答)   
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（6） 今後の住み替え意向のない世帯 

本項目では、住み替え意向のない（「できれば住み続けたい」）世帯について集計した。 

 

①  住み替え意向のない理由 

今後の住み替え意向のない理由について、｢住み慣れている」が 60.7%と最も高く、次

いで｢現在の住まいで満足」が 59.9%、「住み替える理由がない」が 49.3%となっている。

（図 54、表 29）  

 

図 54 今後の住み替え意向のない理由(複数回答)  
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② 今後の住み替え意向の有無別現在の住宅の点検等の依頼先（持ち家） 

持ち家に居住している世帯のうち、今後の住み替え意向のない世帯の現在の住宅の点

検等の依頼先について見ると、「現住宅の施工業者」が37.9％と最も高く、次いで「点

検していない」が27.0％、「入居後に自身で探した業者」が14.5％となっている。 

今後の住み替え意向のある世帯では、「入居後に自身で探した業者」、「点検して

いない」の割合が、今後の住み替え意向のない世帯に比べて高くなっている。（図

55、表30） 

 

図 55 今後の住み替え意向の有無別の現在の住宅の点検等の依頼先(持ち家)  
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図 56 今後の改善意向の有無別の現在の住宅の点検等の依頼先(住み替え意向のない世帯)  

④ 今後の住み替え意向のない世帯（持ち家）の住まいの処分方法 

住み替え意向のない世帯（持ち家）の現在の住まいの処分方法は、現在の居住地の

各地域類型ともに概ね「子、親族などが住む」が最も高くなっているが、魚沼圏域の DID

地区は「わからない」が 36.4％と最も高い。  

圏域によらずDID地区に居住する世帯では、非DID地区に居住する世帯に比べ「子、

親族などが賃貸、売却、解体などを行う」が高くなっている。 

圏域によらず非 DID 地区に居住する世帯では、DID 地区に居住する世帯に比べ「空

き家になる」が高くなっている。 （図 57、表 31） 

 

図 57 住み替え意向のない世帯(持ち家)の現在の住まいの処分方法(複数回答) 
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4 家族構成別に見た住宅及び居住環境の評価と住み替え・改善意向 

 

⚫ 親と子（長子が 17歳以上）世帯の約半数は誘導水準以下である。（図 58） 

⚫ 親と子世帯の住宅及び住環境に関して重要と思う項目上位は、「通勤・通学

の利便」、「治安」、「日常の買物などの利便」となっている。（図 59） 

⚫ 親と子世帯の住み替え目的上位は、「使いやすさ」、「広さや部屋数」、「性能

の向上」となっている。（図 61） 

⚫ 高齢者の子との住まい別の、住宅及び住環境に対する不満率は、同居世帯

が最も高く、徒歩 5分以内の近居が最も低い。（図 63） 

⚫ 高齢者世帯の住宅及び住環境に関して重要と思う項目上位は、「日常の買

物などの利便」、「地震時の安全性」、「医療・福祉・文化施設など」となってい

る。（図 64） 

⚫ 高齢者の子との住まい方は、この 10 年間で「同居」は減少しており、徒歩 5

分～片道 1時間未満の場所に住む割合はほぼ横這いである。（図 67） 

⚫ 要介護者等がいる世帯では、いない世帯に比べて、住宅及び住環境に対し

て満足率が低く、不満率が高い。（図 74） 

 

（1） 子育て世帯の住まい方 

本項目では、親と子から成る世帯を取り巻く住宅及び居住環境の状況について集計し、

他の世帯との比較や長子の年齢別比較等を行った。 

 

① 家族構成別の居住面積水準 

家族構成別に居住面積水準を見ると、最低居住面積水準未満の割合が最も高いのは

「単身（64歳以下）」であり、9.9%となっている。また、最低居住面積水準未満の割

合が最も低いのは「夫婦（家計主65歳以上）」であり、0.2%となっている。  

「親と子（長子17歳以下）」は、誘導居住面積水準以上の世帯の割合が最も低く、

53.4%となっている。（図58、表8） 
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図 58 家族構成別の居住面積水準 

 

②  子育て世帯の住宅及び居住環境の総合的な評価 

住宅及び居住環境に対する総合的な評価に関して、親と子からなる世帯の不満率を

見ると、単身世帯や夫婦のみの世帯に比べて高くなっている。（図 8 再掲） 

 

（図 8 再掲） 家族構成別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価に関する不満率 
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③ 住宅及び居住環境に関して子育てのために重要と思う項目 

子育て世帯が住宅及び居住環境に関して重要と思う項目（長子が 17 歳以下の世帯

を抽出して集計）を見ると、「通勤･通学の利便」が 53.4%と最も高く、次いで「治安」

が 47.7%、「日常の買物などの利便」が 45.1%、「広さや間取り」が 38.0％、「日当たり」

が 37.9%となっている。  

全世帯の値と比較すると、「通勤･通学の利便」（+27.4 ポイント）、「広さや間取り」

（+15.3 ポイント）、「子どもの遊び場、子育て支援サービス」（+12.6 ポイント）などに

おいて大きくなっている。一方、「高齢者への配慮(段差がない等)」（-11.3 ポイント）、

「福祉･介護の生活支援サービス」（-10.1 ポイント）、「災害時の避難のしやすさ」（-7.0

ポイント）などにおいて小さくなっている。（図 59、表 32）。 

 

図 59 子育て世帯が考える住宅及び居住環境に関して重要と思う項目（複数回答） 

注 全 32 項目の中から、8 項目までを選択して回答している。 

（住）：住宅の評価の個別要素、（環）：居住環境の評価の個別要素 
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（参考） 住宅及び居住環境に関して子育てのために最も重要と思う項目 

（平成 20・25 年） 

注 平成 20 年は、「住宅の広さ・間取り」という選択項目があったが、平成 25 年では、「住宅の広さ」、「家族の

集いや交流を促す間取り」「子供部屋の確保」に選択項目を分けて調査した。平成 20 年で選択した「住宅の広

さ・間取り」の集計結果を、平成 25 年で選択した「住宅の広さ」の集計結果と並べて表示した。また、「緑、

水辺などの自然環境」、「塾や習い事教室などの充実」を新規に調査した。なお、この設問は、子育てをしてい

ない世帯を含む全世帯を対象に調査している。 
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④ 家族構成別の今後 5年以内の住み替え・改善意向（持ち家） 

家族構成別の全世帯に占める持ち家世帯の今後 5年以内の住み替え・改善意向を見ると、

住み替え・改善意向のある世帯数が最も多いのは「親と子（長子 18 歳以上）」である。 

「できれば住み替えたい」意向が多いのは、「夫婦（64 歳以下）」、「親と子（長子 18

歳以上）」、「単身（64 歳以下）」となっている。「リフォームを考えている」意向が多い

のは、「夫婦（64 歳以下）」、「親と子（長子 6～11 歳）」、「親と子（長子 18 歳以上）」と

なっている。（図 60、表 18） 

 

図 60 家族構成別の全世帯に占める持ち家世帯の今後 5 年以内の住み替え・改善意向 

 

⑤ 今後 5年以内の親と子から成る世帯の住み替えの目的 

今後 5 年以内の親と子から成る世帯の住み替えの目的を見ると、「使いやすさの向上」

が 37.4%と最も高く、次いで「広さや部屋数」が 35.8%となっている。「子育てのしや

すさ」（+13.8 ポイント）、「広さや部屋数」（+8.9 ポイント）、「住居費負担の軽減」（+8.0

ポイント）は全世帯に比べて割合が大幅に高い。（図 61、表 21） 

 

図 61 今後 5 年以内の親と子から成る世帯の住み替えの目的（複数回答） 
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⑥ 子育て世帯の住み替えの課題 

家族構成・長子の年齢別に住み替えの課題を見ると、「資金・収入等の不足」は、持

ち家への住み替え意向を持つ長子が「12 歳～17 歳」、「18 歳以上」の親と子の世帯で、

全世帯平均を上回る。「希望エリアの物件が不足」は、長子が「5 歳以下」の世帯で全

世帯平均を上回っている。また、「予算の範囲で気に入る物件がない」は、長子が「5 歳

以下」、「6～11 歳」、「長子が 12～17 歳」の世帯で、全世帯平均を上回っている。  

借家などへの住み替え意向を持つ世帯では、長子が「12～17 歳」の世帯を除く世帯

で「資金・収入等の不足」が全世帯平均を上回っているほか、「5 歳以下」「6～11 歳」

「12～17 歳」の世帯では、「希望エリアの物件が不足」の割合が全世帯平均を上回って

いる。また、長子が「6～11 歳」「12～17 歳」「長子 18 歳以上」の世帯では、「予算の

範囲で気に入る物件がない」が、全世帯平均を上回っている。（図 62、表 27、表 28） 

 

 

 

 

図 62 長子の年齢別の住み替えの課題（複数回答） 
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（2） 高齢期の住まい方 

本項目では、高齢者世帯について、住宅及び居住環境に対する評価、今後の住まい方等

を集計した。 

 

① 高齢者世帯における子との住まい方別の総合的な評価 

高齢者世帯における子との住まい方別の、住宅及び居住環境に対する総合的な評価

に関する不満率を見ると、「高齢者世帯 徒歩 5 分程度の場所に住んでいる」が 10.2%

と最も低くなっている。（図 63、表 1） 

 

図 63 高齢者世帯における子との住まい方別の総合的な評価 

 

② 高齢者世帯（単身・夫婦）が考える住宅及び居住環境に関して重要と思う項目 

「高齢者世帯（単身・夫婦）」が住宅及び居住環境に関して重要と思う項目を見ると、

「日常の買物などの利便」が 35.9%と最も高く、次いで「地震時の安全性」が 31.2%、

「医療･福祉･文化施設などの利便」が 31.1%、「治安」が 29.3%となっている。  

全世帯の値と比較すると、「高齢者への配慮(段差がない等)」（+6.1 ポイント）、「福

祉･介護の生活支援サービス」（+5.3 ポイント）、「医療･福祉･文化施設などの利便」（+4.4

ポイント）などにおいて大きくなっている一方、「通勤･通学の利便」（-15.0 ポイント）、

「収納の多さ 使い勝手」（-10.3 ポイント）、「広さや間取り」（-9.3 ポイント）などにお

いて小さくなっている。（図 64、表 3） 
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図 64  高齢者世帯(単身・夫婦)が考える住宅及び住環境に関して重要と思う項目 

（８つまで回答） 

注 全 32 項目の中から、8 項目までを選択して回答している。 

（住）：住宅の評価の個別要素、（環）：居住環境の評価の個別要素 
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③ 家計主の年齢別の住み替え・改善意向 

家計主の年齢別に持ち家世帯の住み替え・改善意向を見ると、住み替え意向を持つ

割合は、家計主の年齢が「55～59 歳」まで年齢が上がるほど高くなり、以降は年齢が

上がるほどその割合は低くなっている。また、家計主の年齢が「50～54 歳」の世帯に

おいて、リフォーム意向を持つ割合が 20.1%と特に高くなっている。（図 65、表 13） 

 

図 65  家計主の年齢別の住み替え・改善意向 

 

③  高齢者世帯（単身・夫婦）の改善の目的 

高齢者世帯（単身・夫婦）で改善意向を持つ世帯における改善の目的を見ると、「き

れいにする(傷みを直す)」が最も高い（単身 67.3%、夫婦 65.5%）。単身高齢者世帯で

は、次いで「性能の向上（断熱性、省エネ性など）」が 43.8％で全世帯を 7.7 ポイント

上回っている。夫婦高齢者世帯では、次いで「高齢期の住みやすさ」が 44.8％で、全世

帯を 7.8 ポイント上回っている。（図 66、表 20）  

 

図 66 高齢者世帯(単身・夫婦)の改善の目的（複数回答） 
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⑤ 高齢期における子との住まい方（距離）の希望 

高齢期において求める子との住まい方（距離）の希望の経年変化を見ると、「子と同

居する」は総じて減少し、平成 5 年の 38.7%から平成 30 年の 20.7%となっている。（図

67、表 33） 

 

図 67 高齢期における子との住まい方(距離)の希望 

注 選択肢が変化しているため、図においては平成 15 年調査以前の「子のすぐ近く」、「同一市区町村内」を、

平成 20 年調査以降の「徒歩５分程度」、「片道 15 分未満」、「片道 1 時間未満」に対応させている。平成

10 年調査以前の「子とは関係なく住む」を平成 15 年調査以降「特にこだわりない」に変更している。また、

ここでは、平成 10 年調査の「ケア付き住宅に住む」、「グループホームに住む」、平成 15 年調査以降の「子

はいない」、平成 20 年以前の「わからない」、平成 25 年調査の「その他」をまとめて「その他」として表示

した。 

 

⑥ 高齢期における住み替え後の居住形態の意向 

家計主の年齢別に住み替え後の居住形態の意向を見ると、持ち家の「新築戸建て」で

は「60～64 歳」が 42.3%、「75 歳以上」が 42.1％と高く、他の年齢より 5 ポイント以

上上回っている。これに対し、「65～74 歳」「75 歳以上」では、他の年齢階層に比べて

「新築、中古にこだわらない」が 18.1％、17.5％と高くなっている。  

また、「65～74 歳」「75 歳以上」の世帯の住み替え後の居住形態の意向は、「高齢者

向け住宅・施設」を希望する世帯が 20.4％、13.5%と高くなっている。（図 68、図 69、

表 22） 
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図 68 家計主の年齢別の住み替え後の居住形態の意向 

（持ち家への住み替え意向のある世帯）（複数回答） 
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図 69 家計主の年齢別の住み替え後の居住形態の意向 

（借家(施設を含む)への住み替え意向）（複数回答） 
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⑦ 高齢期における住み替えの課題 

高齢者世帯における住み替えの課題を見ると、持ち家への住み替え意向のある 65 歳

以上の世帯では、「資金・収入等の不足」に次いで「現在の住まいの売却･賃貸」が高く、

65～74 歳の世帯で 21.2%、75 歳以上の世帯で 20.5%となっている。  

借家などへの住み替え意向のある世帯でも、持ち家同様の傾向にあり、「資金・収入

等の不足」が最も高く、次いで「現在の住まいの売却・賃貸」が 65～74 歳の世帯で

21.6%、75 歳以上の世帯で 30.8%となっている。（図 70、表 27、表 28） 

 

 

 

 

図 70 家計主の年齢別の住み替えの課題（複数回答） 
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⑧ 家計主の年齢別の今後の住み替え意向のない理由 

住み替え意向のない全世帯に対して家計主の年齢別に住み替え意向のない理由を見

ると、「住み慣れている」が 30 歳未満から 64 歳にかけて年齢が高くなるにつれてその

割合が高くなり、39.1%から 68.3%となっている。 

「親族、友人が近くにいる」は、「40～49 歳」で 27.1％、「65～74 歳」で 29.9％、

「75 歳以上」で 36.5％と、他の年齢に比べて高い。（図 71、表 29） 

 

図 71 家計主の年齢別の今後の住み替え意向のない理由（複数回答） 
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⑨ 高齢期の住みやすさが目的の住み替え意向がある世帯割合 

家計主の年齢別に高齢期の住みやすさが目的の住み替え意向がある世帯割合を見る

と、持ち家では「55～59歳」を除き、「高齢者等のための設備がある」世帯の方が高

く、年齢が上がるにつれてその割合は高くなる。「高齢者等のための設備がない」世

帯の割合が最も高いのは65～74歳で12.9%となっている。  

借家では、全ての年齢で、「高齢者等のための設備がない」世帯の方が高くなって

いるが、65～74歳が19.9%と最も高くなっている。（図72、表34） 

 

図 72 高齢期の住みやすさが目的の住み替え意向がある世帯割合 
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⑩ 高齢期の住みやすさが目的の改善意向がある世帯割合 

家計主の年齢別に高齢期の住みやすさが目的の改善意向（リフォーム、建て替え）

がある世帯の割合を見ると、「65～74歳」で割合が最も高くなっており34.0%と最も

高くなっている。（図73、表35） 

 

図 73 高齢期の住みやすさが目的の改善意向がある世帯割合 

 

（3） 要介護者等のいる世帯の住まい方 

本項目では、高齢者のいる世帯における要介護者等の有無別に、住宅及び居住環境の評

価、住み替え・改善意向について集計した。 

 

① 要介護者等のいる世帯の住宅及び居住環境の総合的な評価 

高齢者のいる世帯における要介護者等の有無別に、住宅及び居住環境に対する総合

的な評価に関する不満率を見ると、要介護者等のいる世帯の方が高く、要介護者がいる

世帯が 24.0%、いない世帯が 21.0%となっている。（図 74、表 1） 

 

図 74 要介護者等の有無別の住宅及び住居環境の総合的な評価 （高齢者がいる世帯） 
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② 要介護者等のいる世帯の住み替え・改善意向 

高齢者のいる持ち家世帯に関して、要介護者等の有無別に住み替え・改善意向を見

ると、「できれば住み替えたい」は要介護者等のいる世帯の方が 9.2%と高く、いない世

帯が 8.1%となっている。  

改善意向（リフォーム、建て替え）については、「リフォームを考えている」は要介

護者等のいる世帯が 11.9％、いない世帯が 10.7％となっている。「リフォーム･建て替

えどちらも考えている」「建て替えを考えている」は要介護者等の有無によって大きな

差はなく、1 ポイント以内の差となっている。（図 75、表 13） 

 

図 75 要介護者等の有無別の住み替え・改善意向 （高齢者がいる持ち家） 
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5 現住居以外に所有・賃借している住宅に関する事項 

 

⚫ 現住居以外の住宅を所有する世帯は全体の 12.7％で、そのうち空き家とな

っている住宅は 3割である。（図 76、図 77） 

⚫ 借家世帯において、相続可能性のある住宅を有する世帯は、この 20 年間で

増加している。（図 80） 

⚫ 相続可能性のある住宅について、駅からの距離別に活用意向をみると、駅か

ら 2000ｍ以上離れた住宅は「賃貸・売却」の活用が駅に近い住宅に比べて

高い。（図 81） 

 

（1） 現住居以外に所有している住宅 

本項目では、現住居以外に所有している住宅の有無、ある場合にはその住宅の利用状況

について調査した。 

 

① 現住居以外の住宅の所有の状況 

現住居以外の住宅を「所有している」は 12.7％、「所有していない」は 87.3％となっ

ている。（図 76、表 36） 

 

図 76 現住居以外の住宅の所有の状況 
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② 現住居以外で所有している住宅の居住世帯の有無 

現住居以外の住宅を「所有している」世帯の住宅の種類は「居住世帯のある住宅」

が 82.3％、「居住世帯のない住宅（空き家）」が 28.0％となっている。（図 77、表 37） 

 

図 77 現住居以外で所有している住宅の居住世帯の有無（複数回答） 

 

③ 現住居以外に所有している住宅の種類 

現住居以外に所有している住宅の種類を見ると、居住世帯のある住宅は「親族居住

用」が66.6%と最も高く、次いで「貸家用」が21.2%、「売却用」が0.5%となっている。 

居住世帯のない住宅（空き家）は「その他」が61.1％と最も高く、次いで「貸家用」

が17.3％、「二次的住宅・別荘用」が16.1％、「売却用」が7.0％となっている。 

（図78、表37） 

 

 

 

 

図 78 現住居以外に所有している住宅の種類（複数回答） 
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（2） 今後の住宅相続 

本項目では、将来の住宅相続の予定及び相続する住宅の活用予定について調査した。 

 

① 住宅を相続する可能性 

今後の住宅を相続する可能性を見ると、「相続する可能性はない」が47.6％と最も

高く、次いで「相続するか、わからない」が21.9％、「相続する可能性がある」が

25.1%となっている。  

現住居が借家の世帯では、「相続するか、わからない」が28.4％と全世帯に対して

7.5ポイント上回る。（図79、表38） 

 

図 79 住宅を相続する可能性 
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30年は24.8％となっている。（図80、表38） 
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注 平成 25 年以前の調査では、下記のように選択肢を置き換えて調査している。 

「相続する可能性がある」⇒「相続する予定がある」 

「相続するか、わからない」⇒「相続するかどうかわからない」 

「相続する可能性はない」⇒「相続する予定はない」 

注 平成 20 年以前の調査で「相続する家はない」、「相続するつもりはない」として調査した結果を「相続する

可能性はない」として表示している。また、平成 20 年以前の調査で「相続するかどうかはわからない」、「相

続するが、その家に住むかどうかはわからない」として調査した結果を「相続するか、わからない」として表

示している。 

 

② 相続する可能性のある住宅の立地 

相続する可能性のある住宅の相続後の活用などの意向別に、最寄りの公共交通機関と

の距離を見ると、いずれも相続後の活用意向が「住む、または建替えて住む」が最も多

く、「徒歩15分～30分未満(駅から約2,000ｍ以内)」の空き家では過半数を超える。 

「徒歩30分以上(約2,000ｍ以上)」の空き家では、駅に近い空き家に比べて「住宅

を賃貸・売却する」（15.4％）、「さら地にする」（9.1％）という活用意向が多

い。（図81、表38） 

 

図 81 相続後の活用などの意向別の最寄りの公共交通機関との距離（複数回答） 
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③ 相続する可能性のある住宅の利用意向 

今後相続する可能性のある住宅の活用については、現在の住宅の所有関係による大

きな違いは見られず、全世帯では「分からない」を除くと、「住む、または建替えて住

む」が 48.2%と最も高く、次いで「住宅を賃貸・売却する」が 10.9%となっている。（図

82、表 38） 

 

図 82 現在の住宅の所有関係別相続可能性のある住宅の利用意向（複数回答） 
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6 地域別集計 

地域別集計では、住宅及び居住環境の評価、住み替え意向、住み替えの課題について、地

域を「県内５圏域×DID・非 DID」に 10 区分し、集計している。 

 

⚫ 住宅の個別要素の評価をみると、中越圏域及び魚沼圏域の非 DID 地区で

「省エネ性能」に対する不満率が他の地域に比べて高い。（図 86） 

⚫ 住環境の個別要素の評価をみると、下越・佐渡圏域の非 DID 地区では「子

どもの遊び場、子育て支援サービス」の不満率が最も高い。（図 87） 

 

（1） 地域類型別の住まい方 

本項目では、現在の居住形態及び家族構成について、現在の住宅所在地域を「DID 地区」、

「非 DID 地区」の２類型ごとに集計した。 

 

① 居住形態 

 地域類型別に居住形態を見ると、「中越圏域の非 DID 地区」で持ち家の一戸建・長屋

建の割合が 91.8%と最も高くなっている。また、「新潟圏域の DID 地区」では、民営賃

貸の住宅が 20.3％と最も高く、持ち家の一戸建・長屋建の割合が 62.5％と最も低い。

（図 83、表 9）  

 

図 83 地域類型別の居住形態 
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② 家族構成 

地域類型別に家族構成を見ると、いずれも「親と子」の世帯が最も多い。高齢者世帯

（「夫婦（家計主 65 歳以上）」、「単身（65 歳以上）」）の割合が最も高いのは上越の非

DID 地区で 28.4％、次いで下越・佐渡の DID 地区が 27.6％、上越の DID 地区が 25.8％

となっている。（図 84、表 9） 

 

図 84 地域類型別の家族構成 
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（2） 現住居の地域類型別に見た住宅及び居住環境の評価 

本項目では、住宅及び居住環境の評価等について、現在の住宅所在地域を「DID 地区」、

「非 DID 地区」の２類型ごとに集計した。 

 

① 住宅及び住環境の総合的な評価 

住宅及び居住環境に対する総合的な評価に関する不満率を見ると、魚沼圏域以外の

地域では DID 地区に比べて非 DID 地区の不満率が高い。地域別にみると、「魚沼圏域

の DID 地区」が 31.7%と最も高く、次いで「中越圏域の非 DID 地区」が 28.6%、

「魚沼圏域の非 DID 地区」が 25.5%、「下越・佐渡圏域の非 DID 地区」が 25.1%と

なっている。（図 85、表 1） 

 

図 85 地域類型別の住宅及び住居環境の総合的な評価 

 

② 住宅及び住環境の個別要素に対する評価 

住宅及び居住環境について、個別要素ごとの不満率を見ると、住宅の評価の個別要
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図 86 地域類型別に見た住居の評価の個別要素に対する不満率 
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また、住環境の評価の個別要素を地域別に見ると、各圏域の DID 地区で「周辺から

の延焼のしにくさ」の不満率が最も高い。非 DID 地区では、概ね「医療・福祉・文化

施設など」の不満率が最も高いが、「下越・佐渡圏域の非 DID 地区」では「子どもの遊

び場、子育て支援サービス」の不満率が最も高い。（図 87、表 4） 

  

図 87 地域類型別に見た居住環境の評価の個別要素に対する不満率 
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③ 住宅及び居住環境の評価に関して重要と思う項目 

住宅に関して、個別要素ごとに重要と思う項目の割合を地域類型別に見ると、「下越・

佐渡」、「新潟」、「魚沼」の DID 地区では「日当たり」が最も高く、その他地域では「地

震時の安全性」が最も高くなっている。（図 88、表 4） 

  

図 88 地域類型別に見た住居の評価に関して重要と思う項目（８つまで回答） 
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また居住環境に関して、個別要素ごとに重要と思う項目の割合を地域類型別に見る

と、概ね「日常の買物などの利便」が最も高いが、「下越・佐渡の非 DID 地区」では「医

療・福祉・文化施設など」（33.1％）、「中越の非 DID 地区」、「上越の DID 地区」では

「治安」（34.2％、39.1％）が最も高くなっている。（図 89、表 4） 

  

図 89 地域類型別に見た居住環境の評価に関して重要と思う項目（８つまで回答） 
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7 屋根雪処理 

本章では、住宅の「雪対策が必要」と感じている世帯について、住宅の雪対策の状況や今

後の意向を集計した。 

 

⚫ 屋根雪処理方式をみると、平成 25年に比べ耐雪式が増加している。（図 90） 

⚫ 屋根雪処理方式別の評価は、耐雪式、併用式で、いずれも満足率 7割を超

える。（図 91） 

⚫ 雪下ろしの安全対策に関する意識をみると、効果的な安全対策として回答し

た各手法について、いずれも実施率は低い。（図 93,94） 

 

（1） 現在の住宅の屋根雪処理 

本項目では、住宅における現在の屋根雪処理方式について調査した。 

 

① 全県 

現在の住宅の屋根雪処理についてみると、全県では「雪下ろし式」が59.2%と最も

多く、次いで「落雪式」が14.4%、「耐雪式」が13.7%である。最も少ないのは「上記

のいずれかを併用している」で3.7%である。なお、「克雪住宅」（「融雪式」＋「耐

雪式」＋「落雪式」＋「併用式」）の割合は36.3%で、平成25年の31.7%から増加して

いる。（図90、表39） 

 

② 広域連携圏別 

広域連携圏別に現在の住宅の屋根雪処理についてみると、いずれの圏域でも「雪下

ろし式」が最も多くなっているが、中越・魚沼圏は57.1％で他の圏域に比べ低い。ま

た、上越圏では「落雪式」が17.2％で他の圏域より高く、中越・魚沼圏では「融雪

式」が7.2%で他の圏域より高い。 

平成25年に比べ、雪下ろし式は7.0ポイント減少しており、耐雪式が3.8ポイント増

加している。（図90、表39） 
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図 90 現在の住宅の屋根雪処理方法〔広域連携圏別〕 

 

（2） 屋根雪処理の評価 

本項目では、現在の屋根雪処理方式に対する評価を調査した。 

 

① 全県 

現在の屋根雪処理別に屋根雪処理の満足率（「十分満足」、「だいたい満足」を選

択した世帯の割合）をみると、「耐雪式」が69.8%で最も高く、次いで「併用式」が

69.5％、「融雪式」が57.5％、「落雪式」が56.6％となっている。「雪下ろし式」の

満足率は34.9％であった。（図91、表40） 

 

図 91 現在の屋根雪処理方式別、屋根雪処理の評価 
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（3） 屋根雪処理の変更要望 

本項目では、住宅の屋根雪処理の変更に関する要望を調査した。 

 

① 現在の屋根雪処理別 

現在の屋根雪処理別に屋根雪処理の変更後の方式についてみると、いずれの屋根雪

処理の世帯でも、「今のままでよい」世帯が最も多く、「融雪式」は「今のままでよ

い」が74.2％と他の方式に比べて多い。現在「耐雪式」の世帯は「融雪式」を希望す

る世帯が20.7％と最も多い。（図92、表41） 

 

図 92 現在の屋根雪処理方式別、屋根雪処理の変更希望 
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（4） 雪下ろしのための安全対策 

本項目では、「雪下ろし式」住宅に住む世帯に対し、雪下ろしの安全対策について調査

した。 

 

① 雪下ろしで効果的だと思う安全対策 

現在、雪下ろしの必要な世帯が効果的だと思う雪下ろしの安全対策については「複

数人で行う」が77.4％と最も多くなっている。(図93、表42) 

圏域別にみると、いずれの圏域でも「複数人で行う」が最も多く70％超となってい

る。下越・佐渡・新潟圏域では「命綱を着用」が55.7％と他の圏域を10ポイント以上

上回っている。 

 

図 93 雪おろしで効果的だと思う安全対策 
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② 雪下ろしで効果的だと思う安全対策 

現在、雪下ろしの必要な世帯が実施している雪下ろしの安全対策について、圏域別

にみると、いずれの圏域でも「複数人で行う」が最も多く、中越・魚沼圏域、上越圏

域では「はしごを固定」が 30％前後で、下越・佐渡・新潟圏域より 10ポイント近く

上回っている。（図 94、表 43） 

 

図 94 雪おろしで実施している安全対策 
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8 耐震診断 

 

⚫ 建築時期が「昭和 25 年以前」の世帯は、耐震補助や融資制度の理解、耐

震診断の実施希望割合は他の建築時期に比べて低いが、耐震改修の実施

希望は高い。（図 96、図 100、図 103） 

⚫ 建築時期が「昭和 26～45 年」の世帯は、耐震補助や融資制度の理解、耐

震診断の実施希望割合は他の建築時期に比べて高く、耐震改修の実施希

望は低い。（図 96、図 100、図 103） 

⚫ 建築時期が「昭和 46～55 年」の世帯は、耐震補助や融資制度の理解、耐

震診断の実施希望割合、耐震改修の実施希望はいずれも高い。（図 96、図

100、図 103） 

 

（1） 耐震改修工事の融資制度や補助制度の理解 

本項目では、耐震改修工事の融資制度や補助制度に対する理解度について伺った。 

 

① 圏域別 

圏域別に耐震補助、融資制度の理解についてみると、上越広域連携圏では「知って

いる」世帯が半数を超えている。（図95、表44） 

 

図 95 圏域別、耐震補助及び融資制度の理解 
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② 住宅の建築時期別 

住宅の建築時期別に耐震補助、融資制度の理解についてみると、「平成28～30年9

月」が最も高く54.5％、次いで「昭和26～45年」が55.2％、「昭和46～55年」が

50.2％となっている。（図96、表44） 

 

図 96 住宅の建築時期別、耐震補助及び融資制度の理解 

 

③ 世帯主の年齢別 

住宅の建築時期別に耐震補助、融資制度の理解についてみると、「平成28～30年9

月」が最も高く54.5％、次いで「昭和26～45年」が55.2％、「昭和46～55年」が

50.2％となっている。（図97、表44） 

 

図 97 世帯主の年齢別、耐震補助及び融資制度の理解 

 

 

43.9 
33.4 

55.2 
50.2 

41.4 38.6 42.6 45.1 41.0 39.9 

57.5 

53.9 

59.1 

44.0 
47.3 

55.3 59.9 54.8 52.4 57.9 59.5 

42.5 

2.2 

7.4 

0.8 2.5 3.3 1.5 2.5 2.6 1.1 0.6 0.0 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

総計 昭和26

～45年

昭和56

～平成2年

平成8

～12年

平成18

～22年

平成28

～30年9月

不明

いいえ(知らない)

はい(知っている)

43.9 

22.9 

38.1 34.5 
45.8 

32.5 

48.3 50.1 52.1 

53.9 

76.3 

61.7 64.0 
52.7 

66.7 

49.9 45.7 45.4 

2.2 0.7 0.2 1.5 1.5 0.8 1.8 4.2 2.6 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

総計 30歳

未満

30～

39歳

40～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

74歳

75歳

以上

不明

いいえ(知らない)

はい(知っている)



97 

 

（2） 耐震診断の実施 

本項目では、住宅の耐震診断の実施について調査した。 

 

① 耐震診断を実施しない理由 

住宅の建築時期別に耐震診断をしない理由をみると、「お金がかかるから」が最も

多く、40％前後となっている。建築時期が新しくなるにつれ「手続きが面倒」の割合

が高くなり、昭和25年以前の住宅で3.8％なのが昭和46～55年で12.0％となっている。

（図98、表45） 

 
図 98 住宅の建築時期別、耐震診断を実施しない理由 

 

② 耐震診断の実施希望 

世帯主の年齢別に、耐震診断の実施を希望する世帯割合をみると、世帯主が55歳以

上の世帯において「無料でもやってみたい」意向が多く60％前後となっている。 

（図99、表46） 

 

図 99 耐震診断の実施希望〔世帯主の年齢別〕 
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住宅の建築時期別（新耐震基準以前の時期区分に限定）に、耐震診断の実施を希望す

る世帯割合をみると、昭和 26 年～55 年に住宅を建築した世帯において、「無料ならや

ってみたい」意向が多く、60％前後となっている。（図 99、表 46） 

 

図 100 耐震診断の実施希望〔住宅の建築時期別〕 
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昭和25年以前で44.1％、昭和26～45年で51.8％、昭和46～55年で46.9％となってい

る。また、昭和25年以前では「建替えの予定があるから」が6.6％と他の建築時期の

住宅に比べて多い。（図101、表47） 

 

図 101 耐震改修を実施しない理由〔住宅の建築時期別〕 
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② 耐震改修の実施希望 

世帯主の年齢別に、耐震改修の実施を希望（「やってみたい」、「どちらかといえ

ばやってみたい」）する世帯割合をみると、「30～39歳」で24.7％と最も高く、次い

で「60～64歳」が20.4％、「65～74歳」が18.4％、「55～59歳」が17.1％となってい

る。（図102、表48） 

 

図 102 耐震改修の実施希望〔世帯主の年齢別〕 
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「昭和25年以前」が18.5％、「昭和46～55年」が18.0％、「昭和26～45年」が11.0％

となっている。（図103、表48） 

 

図 103 耐震改修の実施希望〔建築時期別〕 
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9 近隣の空き家について 

 

⚫ 空き家に対する不安感は DID 地区で高く、困っていることとしては「不審者の

侵入、火災のおそれ」、「ごみの投棄、散乱」、「外壁、屋根などの飛散」が非

DID地区に比べて特に高い。（図 105、図 106） 

⚫ 圏域別に、空き家になっている期間と空き家管理状況をみると、下越・佐渡・

新潟圏では、空き家期間は短いがあまり管理されている建物が比較的少ない。

（図 107、図 109） 

⚫ 上越圏では、空き家期間は長いが管理されている建物が比較的多い。（図

107、図 109） 

⚫ 取得意向が高い空き家は、空き家期間では「15～20年」が最も高く、管理状

況では「よく管理されている」空き家または「あまり管理されていない」空き家が

高い。（図 115、図 116） 

 

（1） 住まいに隣接する空き家の有無 

近隣に空き家があるかを尋ねたところ、「ない」が63.2%、「ある」が19.8%であっ

た。 

圏域別に近隣の空き家の有無をみると、上越圏域で「ある」が22.0%と他の圏域に

比べやや高い。（図104、表49） 

 

図 104 近隣の空き家の有無 
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（2） 空き家に対する不安、困っていること 

地域別に空き家への不安感（「大いに感じる」、「ある程度感じる」）をみると、

DID地区では65.6％、非DID地区では58.5％となっている。（図105、表49） 

 

 

図 105 空き家に対する不安感（DID 地区・非 DID 地区） 

 

①DID地区・非 DID地区で困っていること 

空き家で困っていることについて、DID地区のほうが非DID地区より高い項目をみる
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ポイント差）、「外壁、屋根などの飛散」（4.2ポイント差）が上位となっている。 

非DID地区のほうが高い項目をみると、「虫の発生、動物の侵入」（6.1ポイント差）、

「建物の倒壊、当かいのおそれ」（5.2ポイント）、「地域の景観・雰囲気の悪化」（4.6

ポイント差）となっている。（図106、表50） 
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図 106 周囲の空き家について困っていること（DID 地区、非 DID 地区、複数回答） 
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（3） 空き家の管理状況（期間・管理状況） 

①空き家になっている期間 

圏域別に、空き家になっている期間をみると、「下越・佐渡・新潟広域連携圏」は

他の圏域に比べて長期間空き家になっているものが多く、空き家となって10年以上経

過しているものが33.8％を占める。（図107、表52） 

 

図 107 空き家になっている期間（３圏域別） 

 

DID地区、非DID地区別に、空き家になっている期間をみると、非DID地区のほう

が、長期間空き家になっているものが多く、空き家となって10年以上経過しているも

のが33.3％を占める。（図108、表52） 
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②空き家の管理状況 

3圏域別に、空き家の管理状況をみると、「下越・佐渡・新潟広域圏」で維持管理

されていない空き家（「あまり維持管理されていない」、「全く維持管理されてな

い」）が多く、35.8％となっている。（図109、表53） 

 

図 109 空き家の管理状況（3 圏域別） 
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ていない空き家（「あまり維持管理されていない」、「全く維持管理されてない」）が多く、

35.7％となっている。（図 110、表 53） 

 

 

図 110 空き家の管理状況（DID 地区・非 DID 地区別） 
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空き家になっている期間別に、空き家の管理状況をみると、空き家期間 20 年未満ま

では、空き家期間の長さに比例して維持管理されていない空き家の割合が高く、空き家

期間が「15 年以上～20 年未満」で 58.1％となっている。 

空き家期間「20 年以上」では、維持管理されてない割合が 33.7％である。（図 111、

表 53） 

 

 

図 111 空家の管理状況（空き家になっている期間別） 
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（4） 空き家の所有者、取得意向 

①空き家の所有者の把握 

圏域別に空き家の所有者の把握をみると、全県では70％以上が所有者を知っており、

36％は連絡先も知っている。上越では、連絡先を知っている割合が50％を超える。（図

112、表54） 

 

図 112 空き家の所有者の把握（3 圏域別） 

 

DID地区、非DID地区別に空き家の所有者の把握をみると、非DID地区で所有者を把握

している割合が高い。（図113、表54） 

 

図 113 空き家の所有者の把握（DID・非 DID 別） 
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②空き家の取得意向 

圏域別に近隣の空き家の取得希望（「取得したい」、「条件によっては取得したい」）の

割合をみると、「下越・佐渡・新潟圏」で 11.9％、「中越・魚沼圏」で 10.6％、「上越圏」

で 11.4％となっている。（図 114、表 55） 

 

図 114 空き家の取得意向（3 圏域別） 

 

空き家になっている期間別に近隣の空き家の取得希望の割合をみると、「15～20 年」

の空き家の取得希望が 18.7％、「5～10 年」の空き家の取得希望が 14.0％となってい

る。（図 115、表 55） 

 

図 115 空き家の取得意向（空き家になっている期間別） 
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空き家の管理状況別に近隣の空き家の取得希望の割合をみると、「十分に維持管理さ

れている」空き家の取得希望が 20.1％、「あまり維持管理されていない」空き家の取得

希望が 19.8％となっている。（図 116、表 55） 

 

 

図 116 空き家の取得意向（空き家の管理状況別） 
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